





































































































































































































































































近所付き合い 22.7 12.0 2.1 2.2 3.3 63.5
周辺地域の安全 13.9 7.2 2.7 5.7 2.7 63.2
痴漢・空き巣 １１．９ 7.1 4.3 5.5 3.0 66.5
ゴミ出しマナー 14.8 11.9 1.2 5.0 3.2 59.9
騒音・悪臭 12.9 2.8 4.0 6.7 61.0





























































































関連情報の共有化 16.7 43.8 30.3 5.1 4.2
関連する地域活動への参加 12.3 40.3 35.9 5.1
ちょっとしたお手伝い 14.5 47.1 29.3 4.9 4.2




















































































地域団体の活動 1０．３ 48.7 29.5 7.7
ＮＰＯやボランティアの活動 1０．３ 35.9 42.3 9.0 2.6
企業・商店などによる社会貢献活動 12.8 43.6 33.3 6.4 3.8
｢地域おこし協力隊」などの地域外の支援活動 7.7 372 39.7 7.7
コミュニティ協議会の活動 16.7 35.9 39.7 １．３
子供会連合会 １０．３ 33.3 42.3 11.5
老人クラブ連合会 7.7 28.2 48.7 14.1 L３
PＴＡ 17.9 33.3 35.9 1０．３


































































































































































































































































































































































































































30歳代 44.75 30-39歳 85.10
40歳代 53.52 40-49歳 87.80
50歳代 63.32 50-59歳 88.70






全体 53.68 全体 ｎ．ａ．
経営論叢第８巻第２号（2019年３月）
票権を有する国民は18歳以上との規定を設けた修正案が成立し附則で公職選
挙法の選挙権年齢の18歳以上への引き下げの検討が盛り込まれることになっ
た。爾来ほぼ１０年をかけて2015年に改正公職選挙法が公布され，2016年から運
用された。この間に平成２０．２１年版学習指導要領が公示された、教育基本法第
１４条第１項には「良識ある公民として必要な政治的教養は，教育上尊重されな
ければならないＪと書かれているが一方で，（高等）「学校が政治的中立性
を確保しつつ，現実の具体的な政治的事象も取り扱い，生徒が有権者として自
らの判断で権利を行使することができるよう，より一層具体的かつ実践的な指
導を行うこと｡」と釘を刺す指導方針を示している［30]。
今後の日本においてメンタとしてのＥＭ，ＥＣをいかにして育成するかは，
自立的地域活性化を進める上で重要なテーマであるが，今後の研究課題とす
る。
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